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中期経営計画2019  重要課題 今後の重要課題

は じ め に 目
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　～日本道路グループの「中期経営計画2024」策定にあたって～
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実績 (計画値)

1

中期経営計画2019（2019～2023年度）の振り返り

民間受注の拡大

営業利益率の向上

働き方改革の推進

安全衛生目標の設定

環境目標の設定

コンプライアンスの徹底

2023年度 772億円(800億円)

2023年度 4.9%(6.1%)

2023年度 74.2％(125日)

2023年度 0.51(0.72)

CO2排出量削減 27%(20%)

指定副産物以外 再資源化率 90.2%(86.8%)

「7/30コンプライアンスの日」の制定

教育・啓蒙活動の継続実施

業務リスク管理体制の構築

事業収益性の向上

多様性・公平性

働き方改革の進化

コンプライアンスの徹底

品質の向上

付加価値の創造

目標休日

達成割合

休業4日

以上度数



6.8%

5,667 3.7% 5,704

配 当 性 向 23.3% 30.1% 32.6% 43.1%

【建設事業－受注】官庁工事+純民間工事=直接受注(元請受注)　の比率アップ　2019年度40.3%→2023年度52.1%
【建設事業－利益】徹底した工事管理により採算性が向上　　　　　　　　　  2019年度  9.4%→2023年度11.0％
【製造・販売事業－売上】 製造数量は全国的に1件あたりの事業縮小傾向により計画未達
【製造・販売事業－利益】
　　コスト増(原油価格高騰・円安の影響によるアスファルト価格の高止まり、人件費、燃料)、価格転嫁の遅れ、全国的な合材需要の減少
【販管費】
　　本社機能強化・賃金アップによる人件費、基幹システム更新費、本社・東京支店建替に伴う仮移転費等により増加

5.7%

販 管 費 5.6% 8,351

1,259 10.6%

10.7%

配 当 金 180円（36円） 260円（52円） 210円（42円） 280円（56円） 300円（60円）

当 期 純 利 益 4.6% 6,792

10,776 5.2% 8,202 3.7% 5,695 4.9%

7,598

建 設 事 業 1,821

4.9% 8,000

12,680

2,430

12.2%

19.5% 1,291 20.8% 1,361 20.7%17.7% 1,323 14.5%

11.0% 18,000

5.7% 8,765 6.0% 9,363 6.5% 10,430

15,867 11.4%

1,102

9.8%

21,984 23,500

2,319 16.9% 3,960 -1,640 58.6%

Ⅵ
事
業
戦
略52.1% 30.0%

※2022年  3月　清水建設連結子会社化 Ⅶ
成
長
戦
略

※2023年10月　株式分割(普通株式1株につき5株の割合)

営 業 利 益 5.1%
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1,443 18.1% 1,360 83

4,240 9.2%

2

220円（44円） 80円（16円）

15.5% 3,256 20.0%

264 101.5%

Ⅴ
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7,833 6.1% 10,000 -2,166 78.3%

5.4% 8,521

9.7% 15,059 18,264

売
上
利
益

6.0% 5.1%

3.1% 5,053

2021年度

Ⅱ
未
来
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想

-543

2023年度 2023年度

120,250 128,997 129,532

20,217売
上
高

経営数値・経営指標の推移（連結）

2022年度

総 売 上 高

建 設 事 業 98.9%

20,955

6,533 6,956

131,578 133,000

Ⅰ
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114.4%

127,896 143,513 137,000

106.1%

93.6%

9.5%

156,379

-1,515

2019年度 2020年度

12,437

155,353 160,519 164,000

6,513

97.9%

13,810

126,743

実　　績 中計目標

対中計目標

差　　異 達成率

92.8%

22,076

7,493 7,589 6,630

21,209

9.4% 13,955 10.7%

-1,421

11.0% 14,50110.8%

4.0% 6,500 -1,446 77.7%3.6%

6.7%8.2% 8.6% 6.1%Ｒ Ｏ Ｅ

4.8%

130.4%

7,515

1,866

目
次

♢経営数値目標・経営指標目標の達成
（単位：百万円）

製 造 ・ 販 売
事 業

賃 貸 事 業 等

総 売 上 利 益

建 設 事 業 受 注 高 126,322 136,764 120,340

製 造 ・ 販 売
事 業

7,500 Ⅲ
基
本
方
針

148,699 157,797

11,287

19,298 10.9% 16,968

賃 貸 事 業 等

中期経営計画2019の成果

104.8%

実　　　　　　　績

-3,480



  ・上武アスコン（群馬県）

  ・香川アスコン（香川県）
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システム等情報投資

Ⅱ
未
来
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想

製造・販売事業拠点整備投資 24,000 9,064 -14,936 37.8% 関東・中部地区の都市型AP設立中止

営業拠点環境整備投資

【建設事業投資】

【製造・販売事業拠点整備投資】
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  ・その他　施工用機械等

  ・泉北りんかい合材センター（大阪府）
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環境対策(CO2削減)型ガス化プラント(更新)

1,624 百万円

5,784 百万円

【システム等情報投資】

733 百万円

【営業拠点環境整備投資】

  ・その他　既存部分更新関連等

360 百万円

320 百万円

4,000 2,629

実 施 率 目標との差異

建設事業投資 10,000 7,950 -2,050 79.5% M&Aの未実現

成長戦略投資実施状況（連結） （単位：百万円）

2019～2023年度

目　標 累計実施額 差　異
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※賃貸事業向け設備投資は含んでおりません
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※技術センター、機械センター、研修センターを併設した複合施設（創業100年記念事業の一環）

  ・土浦テクノBASE（茨城県）※

70 百万円

都市型プラント(新設)

環境対策(CO2削減)型バーナー導入プラント(更新)

計 40,000 22,090 -17,910 55.2%

2,000 2,445 445 122.3% 基幹システム更新費用の増加

中期経営計画2019の成果

拠点を自社所有から賃貸に変更-1,371 65.7%

  ・基幹システム更新 2,017 百万円 23年振りの全面更新→業務効率化

  ・九州支店移転（福岡県）

  ・四国支店建替（香川県）

  ・その他　営業所移転・建替部分更新等



sosite

◉2010年頃から減少に歯止めがかかり、コロナ禍後に回復基調
◉再生可能エネルギーの普及に伴い、発電土木を始めとする環境対策事業への投資が増加傾向
◉大型プロジェクトとして新幹線やリニア中央新幹線の鉄道事業などが進行しており堅調に推移
◉ライフスタイルの変化に伴い、首都圏を中心に倉庫・物流施設への積極的な投資が進むと予測
◉健康への関心が高まることでスポーツ参画人口が増加し、まちづくりや交流の拠点としての整備も
　含めて官民問わずスポーツ関連事業への投資が進むと予測

◉2008年頃にピーク時である1990年の50%程度まで落ち込んだが、国土強靭化の推進もあって一定
　水準の20兆円超で堅調に推移すると予測、その後も国土強靭化実施中期計画が早期に策定され
　事業量が確保されると期待
◉都市部周辺を中心に道路ネットワーク整備への投資が進むと予測
◉インフラの老朽化に対して大規模更新が継続すると予測
◉WISENET2050に基づくシームレスネットワークの構築、１０年後が目標とされる高速道路を活用
　した自動物流道路の整備などにも期待
◉防衛力抜本的強化において施設の強靭化が計画され複数年に亘って事業が推進
◉海外ODAはピークの1997年の50%程度まで減少しているものの、東南アジアや島しょ国などから
　の技術支援要請は多く、インフラ技術の輸出における貢献が期待される
◉公共施設の老朽化が進む中、国や地方公共団体の財政は厳しい状況が続き、公共サービスの効率的な
　提供が求められ、民間の資金やノウハウを活用するPPP/PFI事業の適用が推進される

民間投資

土木投資

建築投資

Ⅶ
成
長
戦
略
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建設投資 公共投資

民間投資

建築投資

土木投資
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公共投資

創業100年、その先の未来構想

Ⅵ
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創業100年,そしてその先に求める姿

～当社グループの主な事業環境～
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◉人財を確保するため、継続的な採用活動を実施する
　とともに、教育の充実化などにより働きがいのある
　企業を目指す
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◉国内における建設投資は、官庁・民間を問わず、引き続き
　堅調に推移すると予測される

目
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※　従来の「賃貸事業等」からマルチステークホルダーと新たな事業展開を推進する「共創事業」
　　に変更しました

Ⅱ
未
来
構
想

※
共
創
事
業

建
設
事
業

製造・販売
事業

民間

◉製造・販売事業においては、リサイクル事業の強化
　など新たな成長戦略を推進する

◉海外における建設投資は成長の可能性を秘めており
　事業拡大のチャンスが多い

◉PPPのうち民間資金を活用するPFI事業は今後益々
　増加し13分野で30兆円規模が予定されており、
　道路・空港・スポーツ施設・公園などを主体に事業
　拡大を図っていく

◉健康意識の向上、高齢化による生活の充実化の需要
　を受けてスポーツ関連事業、健康関連事業の拡大を
　目指す

◉アスファルトや燃料の調達は、為替や海外の不安定な情勢
　の影響を受けやすく、製造販売事業の根幹を成すアスファ
　ルト混合物製造の収益性はリスクを含む

◉建設業における状況は、労働人口の減少、2024年問題の
　対応など人手不足がさらに加速するととともに人件費が
　上昇すると予想

◉ヒトの暮らし方が変化し、多様性の尊重とともに心身の
　豊かな生活が一層求められていく

◉世界的に関心が高まっている環境対策への積極的な
　投資を進めるとともに、環境商品の販売も成長事業
　の1つの柱として注力していく

Ⅲ
基
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針

【事業規模】　　　　　　【収益性】　　　　　【成長性】

【事業規模】　　　　　　【収益性】　　　　　【成長性】

【事業規模】　　　　　　【収益性】　　　　　【成長性】

【事業規模】　　　　　　【収益性】　　　　　【成長性】

官庁
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【事業規模】　　　　　　【収益性】　　　　　【成長性】

海外

スポーツ
賃貸等

PPP/PFI

【事業規模】　　　　　　【収益性】　　　　　【成長性】

創業100年,そしてその先に求める姿
～当社グループの主な事業環境～

収益

成

長

建設事業

（民間）

建設事業

（民間）

建設事業

（海外）

建設事業

（海外）

PPP/PFI

事業

PPP/PFI

事業

賃貸
事業等

賃貸

事業等

スポーツ

関連事業

スポーツ

関連事業

建設事業

（官庁）

建設事業

（官庁）

製造・販売

事業

製造・販売

事業
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成長基盤の強化▶ 飛躍的成長▶ 　次世代未来事業の創出・実現▶

営業利益

130億
営業利益

85億

創業100年,そしてその先に求める姿

周辺事業の領域拡大

海外事業拡大

人財投資強化

成長戦略
環境事業拡大

ｽﾎﾟｰﾂ関連事業拡大

健康関連事業拡大

Nichido Mirai Tech-Plan 2050

FY 20352030 205020402026 20292024

自己修復技術R&D目標

低温化合材

無人施工DX推進

ｽﾏｰﾄﾓﾋﾞﾘﾃｨ

補修技術の高度化

次世代交通への対応次世代舗装技術

ｶｰﾎﾞﾝﾊｰﾌ
環境目標

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙScope3削減Scope1,2削減 ｴﾈﾙｷﾞｰの地産地消

Nichido Blue & Green Vision 2050

新規事業への領域拡大

2023

営業利益

78億

PBR1倍

営業利益

100億

PPP/PFI事業拡大

037889
四角形



【社是】

中期経営計画2024　～さらなる成長の通過点として～ 目
次

Ⅲ

環境方針

一、 責 任 を 自 覚 し

【経営理念】

【経営ビジョン】

Ⅲ
基
本
方
針

一、 社 業 に 専 念 し

環境ビジョン「Nichido Blue ＆ Green Vision ２０５０」に則り、地球環境
負荷低減に向け環境マネジメントシステムを推進し、持続可能な地球環境の
実現に貢献する

一、 誠 意 を 尽 く し 相 互 の 協 調 と 秩 序 の 確 立 に 努 め よ う

安全衛生方針

創 意 を 活 か し 技 術 の 向 上 と 業 務 の 改 善 に 努 め よ う

ESG経営を推進することによって、社会から信頼され、

「創意研鑽」 ｢協調親和」 ｢信用高揚」

一、

【経営基本方針】

身心を健全にし 明 朗 な 職 場 と 幸 福 な 家 庭 を 築 こ う

Ⅰ
振
り
返
り

「従業員を大切にする会社」 Ⅴ
経
営
計
画

「道路建設を通じて社会に貢献する」

「コーポレートガバナンスの充実」

Ⅵ
事
業
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Ⅳ
事
業
環
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存続を望まれる企業になるとともに、持続可能な社会づくり

Ⅶ
成
長
戦
略

一、

に貢献する

緻 密 な 計 画 と 果 断 な 実 行 に 徹 し よ う
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Ⅱ
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全てのステークホルダーから高い信頼と評価を得る企業として持続的な発展
を目指すよう品質マネジメントシステムを実行し継続的に改善する

品質方針

会社の繁栄を通じて社会に貢献しよう

【社訓】

人命尊重を最優先した安全第一主義を徹底し、労働安全衛生マネジメントシ
ステムを継続的に改善、「安全文化」を定着させる

基本方針

社是・社訓

経営理念

経営ビジョン

経営基本方針

具体的な方向付け

経営理念を具体化

目指す企業像

社員の精神的拠り所

社是「論語と算盤」
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中期経営計画2024　～さらなる成長の通過点として～ 目
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トップメッセージ
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　2019年度からの5カ年計画を策定し、6つの重要課題を克
服すべく業務改善を進めてきました。この間、環境配慮への重
要性が高まるとともに、さまざまな情報開示があらたに必要な
時代になりました。
   3年以上にわたり、新型コロナウイルス感染症の影響で多く
の試練に直面し、さらに、世界各地の地政学的な要因により原
油価格や為替変動が続いており先行きが不安定ですが、最近で
は経済の回復は安定的なものとなりつつあります。当社もこの
好機を捉え、収益の向上に向けて引き続き積極的な対応を行っ
ていきます。
　民間企業の設備投資の回復とともに、清水建設の営業網を最
大限に活かした質の高い受注、施主からの直接受注も着実に増
えています。

　同時に、働き方改革にも注力し、生産部門への人財のシフトを進めつつ、組織全体
での効率的な業務遂行を目指していきます。
　茨城県に建設した「土浦テクノBASE」の施設運用を2024年4月から開始しまし
た。研究開発施設、研修施設、機械センター、テストヤードを併設しており、次の時
代につながる技術開発や人財の育成、サプライチェーン全体の技術力向上、お客様を
含めたステークホルダーへのPRに有効に活用していきます。
　新中期経営計画2024は、時代の変化に柔軟に対応することを念頭に3カ年計画と
し、これまでの施策を継続して実践していくとともに、コンプライアンスの徹底、高
品質サービスの提供と事業収益性の向上、働き方改革の進化、DE&Iの推進の4つに重
点を置いた計画としています。
　コンプライアンスの徹底では、透明性と誠実性を大切にし、社内外からの信頼を築
くための努力を続けていく必要があります。
　事業収益性の向上に対しては、高い品質を確実に提供するとともに、リスク管理を
強化し、収益力を最大化して、安定的な成長を追求します。
　働き方改革のさらなる推進においては、新しい働き方と、生産性向上に取り組み、
従業員の働く環境の向上を継続的に目指します。
　そして、DE&Iの方針を掲げ、社内のみならずマルチステークホルダーの理解が進
むよう、多様性に富む公平で持続可能な発展を目指していきます。
　また、長期的視点では、国内の建設業は一定の事業規模で推移していくと思われ、
事業エリアの拡大や事業領域の拡張などあらたな成長戦略が重要になると考え、社会
の幅広いニーズに応えていくために協業やM&Aなどの共創事業も積極的に検討して
いきます。
　2029年には創業100年を迎えます。これまで培ってきた技術力を確実に次の世代
に繋げるとともに、さらにその先の発展、すべてのステークホルダーから信頼と高評
価を得る企業としてあり続けるため、その通過点として中期経営計画の目標を全社員
で共有し、質の高い受注、高品質の施工・製品の提供、質の高い経営を推進していき
ます。

創業100年、そしてその先も

真に必要とされる企業をめざして




